
2022年6月8日
弊社の出版物に以下の誤りがありました。謹んでお詫びするとともに、下記のように訂正いたします。 協同出版

カテゴリ 書名 ページ 項目 誤 正

2023年度版 必携教職六法 表紙裏
⼤阪市教育委員
会事務局組織図

九七三 九五三

2023年度版 必携教職六法 表紙裏
○学制(明五)
〔抄〕

六五〇 六七⼆

2023年度版 必携教職六法 119
国⽴⼤学法⼈法

〔抄〕
【解説】⽋落 別紙1参照

2023年度版 必携教職六法 120 第⼗条 1項 監事⼆⼈を置く。
監事⼆⼈(⼆以上の国⽴⼤学を設置する国⽴⼤学法⼈にあっては，その

設置する国⽴⼤学の数に⼀を加えた員数)を置く。

2023年度版 必携教職六法 2 3

2023年度版 必携教職六法 3 4

2023年度版 必携教職六法 4 5

2023年度版 必携教職六法 第⼗⼆条 第⼗⼆条 第⼗⼆条 学⻑の任命は， 第⼗⼆条 学⻑の任命は，

2023年度版 必携教職六法 295
教育職員免許法

施⾏規則
第三条、第四条、第五条の表 別紙2参照

協同出版刊行書籍 正誤表

◆正誤表に掲載されていない正誤に関する疑問点がございましたら，下記項目をご記入の上，電子メール，FAX，または郵送にてお送りいただくようお願いいたしま
す。
① 書籍名，年度など
（例：全国まるごと過去問題集 小学校教諭 20○○年度版）
② ページ数、問題番号
書籍に記載されているページ数、問題番号をご記入ください。
③ 正誤についての問い合わせ内容
内容は具体的にご記入ください。（例：問題文では“ア～オの中から選べ”とあるが，選択肢はエまでしかない など)

〔送付先〕
○ 電子メール：edit@kyodo-s.jp
○ FAX：03-3233-1233 (協同出版株式会社 編集制作部 行)
○ 郵送：〒101-0054 東京都千代田区神田錦町2-5 協同出版株式会社 編集制作部 行

〔ご注意〕
○ 電話での質問や受験相談等につきましては，受付けておりません。ご了承の程お願い申し上げます。
○ 正誤表の更新は適宜行っております。
○ いただいた疑問点につきましては、当社編集制作部で検討の上，正誤表への反映を決定させていただきます(個別回答は，原則行っておりませんのでご理解ください）。

＊資料・学習指導要領，法令等に関する問題，および解答・解説等について(過去問，精選実施問題シリーズ)＊



 

【解説】 

一 国立大学の設置形態を巡っては、中央教育審議会四六答申や昭和六二年の臨時教育審議会第三

次答申をはじめ、古くから法人化などの議論はあったが、長く具体化はされなかった。 

しかし、平成八年に発足した橋本内閣とそれに続く小渕内閣において行政改革が本格化し、国の機

関の独立行政法人化、国家公務員削減計画の決定などが進む中、平成一一年、有馬朗人文部大臣（当

時）が、国立大学の独法化を含めた検討を行うことを表明した。この時期には、国立大学協会や自民

党文教部会・文教制度調査会でも検討が行われ、独立行政法人通則法そのままの適用ではなく、「国

立大学法人」など大学にふさわしい法人とすべきとの考え方が示された。 

平成一二年、文部省に「国立大学等の独立行政法人化に関する調査検討会議」（座長＝長尾真・京都

大学総長）が置かれ、平成一四年に最終報告がとりまとめられた。また、平成一三年には、小泉内閣

のもとで、国立大学の民営化の議論も出る状況に対し、遠山敦子文科相が、「大学（国立大学）の構造

改革の方針」（遠山プラン）を発表した。これらにおいて、国立大学の自主的な運営、民間的発想のマ

ネジメント手法の導入などの改革のねらいが示された。 

こうした経緯を経て、本法が制定され、平成一六年四月、国立大学法人が発足した。 

二 本法は、国立大学法人の組織・運営について定めており、具体的には、国立大学法人の役員（学

長、理事、監事）、職員、経営協議会、教育研究評議会、業務、中期目標、中期計画、評価、財務・会

計等について規定している。 

国立大学法人は、独法通則法が準用される部分はあるが、同法を直接適用せず、別に本法を制定す

ることにより創設された。 

国は、この法律の運用に当たって、国立大学の教育研究の特性に常に配慮しなければならないことを

定めている（第三条）ほか、学長を文部科学大臣が任命する際は、国立大学法人の申出に基づいて行

うこと（第一二条）、中期目標を文科大臣が定めるときは、あらかじめ国立大学法人の意見を聴き、そ
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れに配慮しなければならないこと（第三十条）など、国立大学の自主性を尊重した仕組みとなってい

る。 

三 国立大学及びその附属学校の設置者は、国立大学法人となった（第四条、第二三条）。国立学校

設置法は廃止され、国の行政組織からは切り離された法人格を持つ組織となり（第六条）、学校の設

置者を定める教育基本法第六条においては「法律に定める法人」に該当する。一方、学校教育法第二

条では、国立大学法人は「国」に含むこととされている。 

職員は国家公務員法、教育公務員特例法の適用から外れ、非公務員となり、任命権は各学長に移っ

た。また、国立学校特別会計法は廃止されて、「渡し切り」の運営費交付金が措置され、予算科目によ

る支出制限等はなくなった。 

四 近年、本法は、指定国立大学法人制度の創設（平成二八年）、一法人複数大学制度、大学総括理

事の導入（令和元年）、年度計画・年度評価の廃止、学長選考会議を学長選考・監察会議に改めるこ

と、国立大学法人による出資の範囲の拡大（令和三年）など、国立大学の機能強化などを図るための

改正が逐次行われている。     （森田正信）     



誤
第三条

道徳、総合的 道徳の理論及び指導法

な学習の 総合的な学習の時間の指導法
時間等の 特別活動の指導法

第三欄 指導法及び 教育の⽅法及び技術（情報機器及び教材の活⽤を含む。）
⽣徒指導、 ⽣徒指導の理論及び⽅法

教育相談等に
教育相談（カウンセリングに関する基礎的な
知識を含む。）の理論及び⽅法

関する科⽬ 進路指導及びキャリア教育の理論及び⽅法

誤
第四条条

道徳、総合的 道徳の理論及び指導法
な学習の 総合的な学習の時間の指導法
時間等の 特別活動の指導法

第四欄 指導法及び 教育の⽅法及び技術（情報機器及び教材の活⽤を含む。）
⽣徒指導、 ⽣徒指導の理論及び⽅法

教育相談等に
教育相談（カウンセリングに関する基礎的な
知識を含む。）の理論及び⽅法

関する科⽬ 進路指導及びキャリア教育の理論及び⽅法

誤
第五条

道徳、総合的 道徳の理論及び指導法
な学習の 総合的な学習の時間の指導法
時間等の 特別活動の指導法

第五欄 指導法及び 教育の⽅法及び技術（情報機器及び教材の活⽤を含む。）
⽣徒指導、 ⽣徒指導の理論及び⽅法

教育相談等に
教育相談（カウンセリングに関する基礎的な
知識を含む。）の理論及び⽅法

関する科⽬ 進路指導及びキャリア教育の理論及び⽅法
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正
第三条

道徳、総合 道徳の理論及び指導法
的な学習の 総合的な学習の時間の指導法
時間等の 特別活動の指導法

第三欄 指導法及 教育の⽅法及び技術
び⽣徒指 情報通信技術を活⽤した教育の理論及び⽅法
導、教育 ⽣徒指導の理論及び⽅法
相談等に
関する

教育相談（カウンセリングに関する基礎的な
知識を含む。）の理論及び⽅法

科⽬ 進路指導及びキャリア教育の理論及び⽅法

正
第四条

道徳、総合 道徳の理論及び指導法
的な学習の 総合的な学習の時間の指導法
時間等の 特別活動の指導法

第四欄 指導法及 教育の⽅法及び技術
び⽣徒指 情報通信技術を活⽤した教育の理論及び⽅法
導、教育 ⽣徒指導の理論及び⽅法
相談等に
関する

教育相談（カウンセリングに関する基礎的な
知識を含む。）の理論及び⽅法

科⽬ 進路指導及びキャリア教育の理論及び⽅法

正
第五条

道徳、総合 道徳の理論及び指導法
的な学習の 総合的な学習の時間の指導法
時間等の 特別活動の指導法

第三欄 指導法及 教育の⽅法及び技術
び⽣徒指 情報通信技術を活⽤した教育の理論及び⽅法
導、教育 ⽣徒指導の理論及び⽅法
相談等に
関する

教育相談（カウンセリングに関する基礎的な
知識を含む。）の理論及び⽅法

科⽬ 進路指導及びキャリア教育の理論及び⽅法




